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◆人口動態統計月報年計（概数）～平成15年～　　6月10日（厚生労働省） 

 ・合計特殊出生率は１．２９と過去最低。 

◆夏季における連続休暇の実施予定状況調査～平成16年～　　6月16日（厚生労働省） 

 ・連続休暇を実施予定の事業場割合は８７．４％。 

 ・平均連続休暇日数は８．０日と、昨年より０．６日減少。 

◆法人企業景気予測調査～４―６月期～　　6月24日（内閣府・財務省） 

　・自社の景況判断ＢＳＩ（「上昇」－「下降」）は大企業で７．２、中小企業で－２３．１。 

◆所得再分配調査～平成14年～　　6月29日（厚生労働省） 

　・世帯の所得格差は３年前の前回調査に比べ拡大し、調査開始以来最大。 

◆企業短期経済観測調査（短観）～６月～　　7月1日（日本銀行） 

　・全国大企業の業況判断Ｄ．Ｉ．（「良い」－「悪い」）は、製造業で２２（前期１２、先行き２１）と９１年８月以来の高水準。非製

造業では９（前期５、先行き１１）となった。 

　・雇用人員判断Ｄ．Ｉ．（「過剰」－「不足」）は、大企業全産業で６（前期８、先行き４）。 

◆雇用管理調査～平成16年～　　7月2日（厚生労働省） 

　・フリーターを正社員として採用する場合、３０．３％の企業がフリーターであったことを「マイナスに評価する」と回答。 

最 近 の 統 計 調 査 より  

6月10日～7月10日に公表された主な労働関係統計　　　　　　　　　　　　　　　　　　（月次統計を除く） 

　注目の統計・指標 

家計調査年報　～平成１５年平均～  　　　　　　　　　　　　　6月14日（総務省） 

～平均消費性向の推移～ 
　2003年（平成15年）の全国勤労者世帯の平均消費性向は74.0と、バブル末期の1993年以来、10年ぶりの高い水準
となった。しかし、その内容を見てみると、1990年代前半とは状況が大きく異なっている。 
　平均消費性向とは、実収入から税金等を差し引いた可処分所得に対する消費支出の比である。1980年代後半から
1990年代はじめにかけては、可処分所得が増加を続けるなか、消費支出も高い水準で推移し、平均消費性向は高い
水準を維持していた。しかし、近年の状況をみると、可処分所得、消費支出ともに対前年比実質で６年連続マイナ
スを記録している。2002年、2003年に平均消費性向が高まったのは、消費支出が伸びたためではなく、可処分所得
が減少したためである。 
　なお、一般に、所得が減少し
ても直ちに消費支出を減らすこ
とは難しい。このことが結果的
に平均消費性向を上昇させ、景
気を下支えする効果（ラチェッ
ト効果）があると言われる。 
 

情報解析部 
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主　要　労　働　指　標 

１５歳以上 
人口 

資料出所 

注1）短時間女性雇用者数は、非農林業に従事する週間就業時間が35時間未満の雇用者。 

注2）pは速報値。 

総務省「労働力調査」 厚生労働省「一般職業紹介状況」 厚生労働省 
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資料出所 厚生労働省「一般職業紹介状況」 厚生労働省「毎月勤労統計調査」 
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現金給与総額 
（前年比） 

総実労働時間 
（前年比） 

所定外労働時間 
（前年比） 

労働生産性 
（製造業） 

賃金コスト 
（製造業） 

（前年比） 前年比 

資料出所 

注3）アメリカ：16歳以上。  イギリス：16歳以上。月数値については、2カ月前からの3カ月間の平均値である。 
　　 ドイツ　：公務員及び臨時雇用者を除く。  フランス：四半期値については、雇用者数である。 

厚生労働省「毎月勤労統計調査」 労働政策研究・研修機構 
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標本誤差率 今月のキーワード解説 

（情報解析課長　秋山恵一） 

　先月号において、抽出調査という、全体の一部を調査する方法の場合、抽出に伴う誤差が生じるという
ことについて、触れました。 
　調査を行う場合、全数を調査することができれば、標本抽出に伴う誤差は、生じないため、信頼性とい
う観点からは、望ましいといえるでしょう。 
　しかし、実際に全数調査を行うことは手間や費用などの関係から、なかなか難しいのが現状です。そこ
で、抽出調査という、全体の一部を調査する方法が用いられます。 
　抽出調査を行う場合、調査結果は、標本についてであって、全体についてではないので、もし、全数調
査を行っていたならば得られたであろう、真の値ではありません。それでは、推計値というものはあくま
で推計値にすぎなくて、真の値がどれくらいであるかは本当にわからないのでしょうか。実は、そうでは
ありません。 
　試みとして、０以上100以下のランダムな値を10,000個作成し、そのうち、いくつか無作為に標本を抜き
出し、平均を求めました。 
　すると、調べる標本の数が多くなるにしたがって、真の値に近づくということがわかります（表１）。 
　どうも、標本ひとつひとつは、全体の一部に過ぎないのですが、標本の平均については、何かありそう
だ、ということが、おわかりいただけると思います。 
　実は、標本と全体は一致するものではないのですが、標本の平均は、標本を多くとるにしたがって、全
体の真の平均に近づく、ということが数学的に示されています。大数の法則といいます。また、標本調査
から得られる推計値は、真の値を中心とした正規分布という、計算可能な分布をなしている、ということ
が知られています。これは中心極限定理といいます。 
　したがって、調査の結果から得られるのがたとえ推計値にすぎないとしても、「全数調査から得られる
真の値が、どの範囲にどれだけの確率で存在しているか」は、計算可能であるというわけです。 
　この分布、すなわち正規分布の標準偏差に相当するものが標準偏差で、推計値に対する標準誤差の割合
（％）が標準誤差率です。これの意味するところは、推計値の上下に標準誤差の２倍の幅をとると、その
範囲内に真の値が約95％の確率で存在している、ということです。 
　これは逆にいうと、推計値というのは常にその上下に（２×（標準誤差））の幅を持った値である、と
いうことになります。 
　例として労働力調査についてみると、平成13年の労働力人口6,752万人について、標準誤差12万人という
ことになっています。これは、平成13年の労働力人口は約95％の確率で、6,728万人以上、6,776万人以下
である、ということです（表２）。 
　ある年のある調査の結果について、それを、前年の値と比較して上昇した、あるいは減少した、という
ようなことをいうわけですが、本当はこれは、厳密には、上下（２×標準誤差）の幅をみてもなお上昇あ
るいは減少しているときに、いえるということです。よって、標本調査の結果については、標準誤差がど
れほどかが必要となります。国民生活基礎調査といった、いわゆる厚生統計については、標準誤差に関し、
かなりの情報が公表されているのですが、そうでない調査も見受けられます。標本調査の推計値を利用す
るにあたっては、標準誤差に留意することが望まれます。 


